

	○電波法施行規則（昭和二十五年電波監理委員会規則第十四号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（傍線部分は改正部分）

	改正案
	現行

	
	

	別表第一号の三　許可を要しない工事設計の軽微な事項（第10条第１項関係）
	別表第一号の三　許可を要しない工事設計の軽微な事項（第10条関係）

	第１　設備又は装置の工事設計の全部について変更する場合（設備又は装置の全部について変更の工事をする場合を含む。）
	第１　（同上）

	
	工事設計のうち軽微なものとするもの
	適　用　の　条　件
	
	
	工事設計のうち軽微なものとするもの
	適　用　の　条　件
	

	
	１～17　（略）
	
	
	
	１～17　（同上）
	（同上）
	

	
	18　給電線（１の項，４の項及び５の項に掲げる設備のものを除く。），空中線共用装置及び給電線共用装置の工事設計のうち次に掲げるもの
	
	
	
	（同上）
	
	

	
	⑴　基幹放送局及び無線航行陸上局の送信設備に係るものの工事設計
	（略）
	
	
	⑴　放送局及び無線航行陸上局の送信設備に係るものの工事設計
	（同上）
	

	
	⑵　⑴以外のものの工事設計
	（略）
	
	
	⑵　（同上）
	（同上）
	

	
	19～21　（略）
	（略）
	
	
	19～21　（同上）
	（同上）
	

	注　（略）
	注　（同上）

	
	

	第２　設備又は装置の工事設計の一部分について変更する場合（設備又は装置の一部分について変更の工事をする場合を含む。）
	第２　（同上）

	表　（略）
	表　（同上）

	　注　（略）
	　注　（同上）

	
	

	別表第一号の四　許可を要しない電気通信設備の軽微な事項（第10条第３項関係）
	【新規】


	　変更の許可を要しない基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の軽微な事項は、次に掲げる電気通信設備に係る変更とする。
	

	
	電　気　通　信　設　備
	適　用　の　条　件
	
	

	
	電気通信設備の現用機器の機能を代替することができる予備の機器に対し電力供給するための電源設備
	当該電気通信設備の性能を低下させない変更であること。

	
	

	
	

	別表第二号　変更検査を要しない場合（第十条の四関係）
	別表第二号　変更検査を要しない場合（第十条の四関係）

	一　（略）
	一　（同上）

	二　無線設備の変更の工事のうち第十条第二項の規定により軽微なものとされるもの以外のものであつて、次に掲げるものの場合
	二　（同上）

	⑴～⑻　（略）
	⑴～⑻　（同上）

	⑼　送信空中線又は送信給電線の変更の工事であつて、次に掲げるもののうち、総務大臣又は総合通信局長が法第十七条第一項の許可に際し、当該変更の工事について検査を要しない旨を申請者に対して通知したもの
	⑼　（同上）

	ア　（略）
	ア　（同上）

	イ　アに掲げるもののほか、次に掲げるものに該当しないもの（基幹放送局、航空交通管制を行う航空局、無線航行陸上局、航空機地球局及び船舶地球局（第二十八条の二第一項に規定するものに限る。）を除く。）
	イ　アに掲げるもののほか、次に掲げるものに該当しないもの（放送局、航空交通管制を行う航空局、無線航行陸上局、航空機地球局及び船舶地球局（第二十八条の二第一項に規定するものに限る。）を除く。）

	(ア)～(ウ)　（略）
	(ア)～(ウ)　（同上）

	⑽　（略）
	⑽　（同上）

	⑾　送信機の出力端子から送信空中線までの間又は受信空中線から受信機の入力端子までの間にそう入される各装置の変更の工事（基幹放送局及び無線航行陸上局の送信設備のものにあつては総務大臣又は総合通信局長が法第十七条第一項の許可に際し、当該変更の工事について検査を要しない旨を申請者に対して通知したものに限る。）
	⑾　送信機の出力端子から送信空中線までの間又は受信空中線から受信機の入力端子までの間にそう入される各装置の変更の工事（放送局及び無線航行陸上局の送信設備のものにあつては総務大臣又は総合通信局長が法第十七条第一項の許可に際し、当該変更の工事について検査を要しない旨を申請者に対して通知したものに限る。）

	⑿・⒀　（略）
	⑿・⒀　（同上）

	⒁　同一人に属する二以上の航空機局又は航空機地球局でその航空機の定置場の所在地が同一総合通信局の管轄区域内にあるものにおいて、その一の航空機局又は航空機地球局の無線設備のうち免許規則第二条第六項第二号又は同項第三号に規定する装置を他の航空機局又は航空機地球局の無線設備として共通に使用する場合における当該他の航空機局又は航空機地球局の無線設備の変更の工事
	⒁　同一人に属する二以上の航空機局又は航空機地球局でその航空機の定置場の所在地が同一総合通信局の管轄区域内にあるものにおいて、その一の航空機局又は航空機地球局の無線設備のうち免許規則第二条第六項第一号又は同項第一号の二に規定する装置を他の航空機局又は航空機地球局の無線設備として共通に使用する場合における当該他の航空機局又は航空機地球局の無線設備の変更の工事

	⒂～⒅　（略）
	⒂～⒅　（同上）

	
	

	別表第二号の二の二（第１１条の２の３関係）
	別表第二号の二の二（第１１条の２の３関係）

	
	無　線　局　の　種　別
	情　報　提　供　項　目
	
	
	無　線　局　の　種　別
	情　報　提　供　項　目
	

	
	１　地上基幹放送局及び地上基幹放送試験局（８の項に掲げる無線局を除く。）
	（略）
	
	
	１　放送局及び放送試験局（８の項に掲げる無線局を除く。）
	（同上）
	

	
	２　衛星基幹放送局及び衛星基幹放送試験局（８の項に掲げる無線局を除く。）
	（略）
	
	
	２　放送衛星局及び放送試験衛星局（８の項に掲げる無線局を除く。）
	（同上）
	

	
	３～９　（略）
	（略）
	
	
	３～９　（同上）
	（同上）
	

	注１・２　（略）
	注１・２　（同上）

	
	

	別表第二号の二の三（第１１条の２の４第２項関係）
	別表第二号の二の三（第１１条の２の４第２項関係）

	
	

	無線局情報提供請求書
	無線局情報提供請求書

	年　　月　　日　　
	年　　月　　日　　

	収
入
印
紙

	収
入
印
紙


	（何）総合通信局長（沖縄県の区域においては、沖縄総合通信事務所長とする。）　殿
	（何）総合通信局長（沖縄県の区域においては、沖縄総合通信事務所長とする。）　殿

	請求者（注１）　　　　　　　　　　　
	請求者（注１）　　　　　　　　　　　

	住　　　所　　　　　　　　　　　
	住　　　所　　　　　　　　　　　

	氏　　　名　　　　　　印　
	氏　　　名　　　　　　印　

	代表者氏名　　　　　　　　　　　
	代表者氏名　　　　　　　　　　　

	
	

	　電波法第２５条第２項の規定に基づき、下記のとおり無線局情報の提供を請求します。
	　電波法第２５条第２項の規定に基づき、下記のとおり無線局情報の提供を請求します。

	
	

	記
	記

	１　（略）
	１　（同上）

	２　開設又は変更しようとする無線局の概要（注３）
	２　（同上）

	　⑴・⑵　（略）
	　⑴・⑵　（同上）

	　⑶　無線局の種別
	　⑶　（同上）

	　⑷～⑼　（略）
	　⑷～⑼　（同上）

	３～５　（略）
	３～５　（同上）

	　注１・２　（略）
	　注１・２　（同上）

	　　３　２の開設又は変更をしようとする無線局の概要については、次によること。
	　　３　（同上）

	⑴　（略）
	⑴　（同上）

	⑵　⑶の無線局の種別は、第１１条の２の３に掲げる無線局の種別を、次の表に掲げる記号により記載すること。
	⑵　（同上）

	　
	　

	
	無線局の種別
	記号
	無線局の種別
	記号
	無線局の種別
	記号
	
	
	無線局の種別
	記号
	無線局の種別
	記号
	無線局の種別
	記号
	

	
	固定局
	FX
	陸上移動中継局
	FBR
	宇宙局
	ME
	
	
	固定局
	FX
	陸上移動局
	ML
	放送衛星局
	EV
	

	
	特定地上基幹放送局以外の地上基幹放送局
	BB
	陸上移動局
	ML
	衛星基幹放送局
	EV
	
	
	放送局
	BC
	無線航行陸上局
	RL
	放送試験衛星局
	EBE
	

	
	特定地上基幹放送局
	BC
	無線航行陸上局
	RL
	衛星基幹放送試験局
	EBE
	
	
	放送試験局
	BE
	無線標定陸上局
	LR
	人工衛星局
	EKT
	

	
	特定地上基幹放送試験局以外の地上基幹放送試験局
	BD
	無線標定陸上局
	LR
	人工衛星局
	EKT
	
	
	海岸局
	FC
	無線標識局
	RB
	実験試験局
	EX
	

	
	特定地上基幹放送試験局
	BE
	無線標識局
	RB
	実験試験局
	EX
	
	
	航空局
	FA
	海岸地球局
	TI
	実用化試験局
	DVT
	

	
	海岸局
	FC
	海岸地球局
	TI
	実用化試験局
	DVT
	
	
	基地局
	FB
	航空地球局
	TB
	気象援助局
	SM
	

	
	航空局
	FA
	航空地球局
	TB
	気象援助局
	SM
	
	
	携帯基地局
	FP
	携帯基地地球局
	TYP
	標準周波数局
	SS
	

	
	基地局
	FB
	携帯基地地球局
	TYP
	標準周波数局
	SS
	
	
	無線呼出局
	RP
	地球局
	TC
	特別業務の局
	SP
	

	
	携帯基地局
	FP
	地球局
	TC
	特別業務の局
	SP
	
	
	陸上移動中継局
	FBR
	宇宙局
	ME
	

	
	無線呼出局
	RP
	
	
	
	
	
	

	⑶～⑹　（略）
	⑶～⑹　（同上）

	４～６　（略）
	４～６　（同上）

	
	

	別表第四号（第39条第１項関係）
	別表第四号（第39条関係）

	第１　法第10条第１項、法第18条第１項又は法第73条第１項本文、同項ただし書、第５項若しくは第６項の規定による検査（法第10条第２項、法第18条第２項又は法第73条第４項の規定によりその一部が省略されたものを除く。）の結果通知書の様式
	第１　法第10条第１項、法第18条第１項又は法第73条第１項本文、同項ただし書、第４項若しくは第５項の規定による検査（法第10条第２項、法第18条第２項又は法第73条第３項の規定によりその一部が省略されたものを除く。）の結果通知書の様式

	表（略）
	（同左）

	　注　（略）
	　注　（同左）

	第２　法第10条第２項、法第18条第２項又は法第73条第４項の規定により検査の一部を省略した場合の検査結果通知書の様式
	第２　法第10条第２項、法第18条第２項又は法第73条第３項の規定により検査の一部を省略した場合の検査結果通知書の様式

	表（略）
	（同左）

	　注　（略）
	　（同左）

	
	

	別表第四号の二　法第73条第３項の規定による無線局検査の省略通知の様式（第39条第２項関係）
	

	長
辺
第　　　　　号
年　　月　　日
無線局検査省略通知書
（免許人）　殿
（何）総合通信局長　印　
　貴所属の下記無線局については、電波法第73条第３項の規定に基づき、同条第１項の規定に基づく検査を省略することとしたので通知します。
記
　１　識別信号
　２　免許の番号
３　検査年月日
４　無線局の種別
短辺　　　　　　　　（日本工業規格Ａ列４番）

注１　「（何）総合通信局長」とある部分は、沖縄総合通信事務所にあつては沖縄総合通信事務所長とする。
２　検査を省略する無線局が複数ある場合には、本通知書の各項目の内容の対応関係を明確にした上で一括して記載することを可とする。当該欄に記載できない場合は、別紙として添付することができる。
	

	
	

	別表第五号　定期検査の実施時期（第四十一条の四関係）
	別表第五号　定期検査の実施時期（第四十一条の四関係）

	一　（略）
	一　（同上）

	二　地上基幹放送局
	二　放送局

	⑴　演奏所を有するもの又は放送対象地域ごとの放送系のうち最も中心的な機能を果たすもの（コミュニティ放送を行うもの及びコミュニティ放送の電波に重畳して多重放送を行うものを除く。）　一年
	⑴　演奏所を有するもの（コミュニティ放送を行うもの及びコミュニティ放送の電波に重畳して多重放送を行うものを除く。）　一年

	⑵　⑴に該当しないもの　五年
	⑵　（同上）

	三～十八　（略）
	三～十八　（同上）

	十九　地球局（海岸地球局、航空地球局、携帯基地地球局、船舶地球局、航空機地球局及び携帯移動地球局を除く。）
	十九　（同上）

	⑴　（略）
	⑴　（同上）

	⑵　衛星基幹放送局、衛星基幹放送試験局又は基幹放送を行う実用化試験局であつて人工衛星に開設するものを通信の相手方とするもの（移動するものを除く。）　一年
	⑵　放送衛星局、放送試験衛星局又は放送を行う実用化試験局であつて人工衛星に開設するもの（電気通信業務を行うことを目的とするものを除く。）を通信の相手方とするもの（移動するものを除く。）　一年

	⑶　（略）
	⑶　（同上）

	二十～二十五　（略）
	二十～二十五　（同上）

	二十六　人工衛星局（衛星基幹放送局及び衛星基幹放送試験局を除く。）　一年
	二十六　人工衛星局（放送衛星局及び放送試験衛星局を除く。）　一年

	二十七　衛星基幹放送局　一年
	二十七　放送衛星局　一年

	二十八　衛星基幹放送試験局　一年
	二十八　放送試験衛星局　一年

	二十九　（略）
	二十九　（同上）

	三十　実用化試験局（基幹放送を行うものであって人工衛星に開設するものに限る。）　一年
	三十　実用化試験局（放送を行うものであって人工衛星に開設するもの（電気通信業務を行うことを目的とするものを除く。）に限る。）　一年

	三十一・三十二　（略）
	三十一・三十二　（同上）

	
	

	別表第五号の二　免許人が総合通信局長に提出する無線設備等の検査実施報告書の様式（第41条の５関係）
長
辺
無線設備等の検査実施報告書
年　　月　　日
（何）総合通信局長　　殿
免許人の氏名又は名称（氏名を自筆で記入したときは、押印を省略できる。）

（印）

　私所属の無線局の無線設備等の検査を行つたので電波法第73条第3項の規定により
検査結果証明書を添えて提出します。
検査年月日
無線局の種別
免許の番号
識別信号
点検年月日
点検を行つた場所
登録検査等事業者名
備考
短辺　　　　　　　　（日本工業規格Ａ列４番）
	

	注１　「（何）総合通信局長」とある部分は、沖縄総合通信事務所にあつては沖縄総合通信事務所長とする。
２　検査年月日は、判定員が判定を行つた日とする。
３　一の登録検査等事業者が複数の無線局の点検を実施した場合には、本報告書の各項目の内容の対応関係を明確にした上で一括して記載することを可とする。当該欄に記載できない場合は、別紙として添付することができる。
４　代理人による提出の場合は、免許人の氏名又は名称を記載するほか、当該代理人の氏名又は名称、住所、郵便番号及び電話番号を付記すること。
	

	
	

	別表第五号の三　免許人が総合通信局長に提出する無線設備等の点検実施報告書の様式（第41条の６関係）
長
辺
無線設備等の点検実施報告書
年　　月　　日
（何）総合通信局長　　殿
免許人（予備免許を受けたものを含む。）の氏名又は名称（氏名を自筆で記入したときは、押印を省略できる。）

（印）

　私所属の無線局について無線設備等の点検を行つたので電波法
第10条第2項
第18条第2項
第73条第4項
の規
定により点検結果通知書を添えて提出します。
点検年月日
無線局の種別
免許の番号
識別信号
点検を行つた場所
登録検査等事業者名
備考
短辺　　　　　（日本工業規格Ａ列４番）
	別表第五号の二　免許人が総合通信局長に提出する無線設備等の点検実施報告書の様式（第41条の５関係）
長
辺
無線設備等の点検実施報告書
年　　月　　日
（何）総合通信局長　　殿
免許人（予備免許を受けたものを含む。）の氏名又は名称（氏名を自筆で記入したときは、押印を省略できる。）

（印）

　私所属の無線局について無線設備等の点検を行つたので電波法
第10条第2項
第18条第2項
第73条第3項
の規
定により登録点検結果通知書を添えて提出します。
点検年月日
無線局の種別
免許の番号
識別信号
点検を行つた場所
登録点検事業者名
備考
短辺　　　　　（日本工業規格A列4番）

	注１～３　（略）
　４　一の登録検査等事業者が複数の無線局の点検を実施した場合には、本報告書の各項目の内容の対応関係を明確にした上で一括して記載することを可とする。当該欄に記載できない場合は、別紙として添付することができる。
５　代理人による提出の場合は、免許人等の氏名又は名称を記載するほか、当該代理人の氏名又は名称、住所、郵便番号及び電話番号を付記すること。
	注１～３　（同上）
４　点検を行つた無線局が複数である場合には、本報告書に一括して記載することを可とする。当該欄に記載できない場合は、別紙として添付すること。


	
	


	　　　附　則
（施行期日）
１　この省令は、放送法等の一部を改正する法律（平成二十二年法律第六十五号）の施行の日（平成二十三年六月三十日）から施行する。
（経過措置）
２　免許人が総合通信局長に提出する無線設備等の点検実施報告書の様式は、この省令による改正後の別表第五号の三の様式にかかわらず、この省令の施行の日から起算して六月を経過する日までは、なお従前の様式によることができる。この場合においては、改正後の別表第五号の三の注５に掲げる内容を別紙に記載して添付又は改正前の別表第五号の二の様式の余白に記載すること。



